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１．はじめに  

 本州四国連絡橋プロジェクト終焉後，わが国では吊橋を中心とした，さらに規模の大きい海峡横断橋のプロジ

ェクトが検討されてきた．今後，その実現へ向けて更なる長スパン化，経済性，施工の合理化などが要求される．

長スパン化と経済性の立場からは吊橋全体の新しい構造形式が検討されている 1),2)．長スパン化において，これまで

は 3 径間 2 ヒンジの重連構造形式が取り上げられてきた．しかしこの場合，基礎設置場所の水深が深くなることで，

塔やアンカレイジなどの基礎の増大や施工性の問題により大きなコストがかかる．そこで新たに巨大な中間アンカ

レイジを不要とする多径間吊橋が注目されている． 

また，吊橋主塔については，安全性，耐久性，経済性の立場から，新形式，新構造および新材料に関する開発研

究がある 3)．わが国の長大吊橋では，これまでの実績から設計基準が明確であり，軽量でフレキシブルである鋼製

主塔が採用されてきた．しかし，吊橋主塔の新構造形式の選択肢として鋼とコンクリートの双方の特長を活かした

複合構造が考えられており，その代表的なコンクリート充填角柱鋼管(CFT)はコンクリートを充填することで鋼管の

座屈を遅らせ強度が向上し，コンクリートの型枠が不要なため，施工の合理化にも繋がるとの報告がある． 

このような背景から，本研究では代表的多径間吊橋として 4 径間超長大吊橋を対象に、その主塔に鋼製および複

合構造を採用した際の橋軸方向面内の弾塑性挙動及び終局強度特性を数値解析により明らかにし，終局強度の立場

から比較検討する． 

２．対象とした吊橋 

対象橋梁は，本州四国連絡橋設

計基準に基づいて，応力度照査な

らびに座屈安定照査を満足するよ

うに試設計された，中央径間 3000m，径間比 1:2:2:1，

サグ比 1/10 の，図 1 のような 4 径間 2 ヒンジ吊橋

である．補剛桁は一室箱型断面である．主塔構造

は図 2 のようなサドル部を含む塔高 369m の 6 層

ラーメン形式である．鋼製主塔は，図 3 のような

多室箱型断面を有しており，基部から頂部に向か

って，変数 a の寸法および板厚が減少していく変

断面である．なお，解析では，鋼材の縦リブに関

しては板厚に換算している．また，複合主塔は，

図 4 のような鋼製型枠の中にコンクリートを充填

したサンドウィッチ構造の合成箱型断面である．

壁厚は 3m と均一であるが，塔頂部に向かって変数 a の寸法が減少していく中空変断面である．  

３．主塔の橋軸方向面内の解析モデル  
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図 2.主塔モデル 図 4.複合断面 図 3.鋼製断面 
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図 1.吊橋モデル 
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吊橋主塔の頂部にはケーブルを介して大きな鉛直反力 V と変位が発生するとともに，

ケーブルの拘束力により水平反力 Fが作用する．主塔の終局強度特性はこれらの変位、

鉛直反力 V，水平反力 F の関係に依存するため、これらの相関性を再現できる図 5 の

ような主塔ばねモデルを構築した．ケーブルばね常数ｋおよび鉛直反力 V と水平変位

δ0の非線形関係は，吊橋全体系解析から算出した．その結果、ばね常数はｋ=1250tf/m，

鋼製主塔と複合主塔の V-δ0関係式は,後述の図 6に記した． 

解析には，有限要素解析ソフト MARC を用いた．鋼材の構成則は，E/100 のひずみ

硬化係数を有するバイリニア型で，鋼製主塔に SM570，複合主塔に SM490Y を使用し

た．またコンクリートの構成則は圧縮域が非線形曲線，引張域がひずみ軟化領域を持つ弾塑性型であり，コンクリ

ート標準示方書に規定されている応力-ひずみ曲線を近似したものである．圧縮強度は，70N/mm
2 である． 

４．吊橋主塔の耐荷力特性 

図 6 および図 7 は，各々鋼製および複合主塔の強制

変位δ0，鉛直反力 V，水平反力 F の関係を表したもの

である．鉛直反力が増加し，ケーブルの拘束により塔

頂部に水平変位が生じると，はじめに水平反力は正の

値を示し，その値は増加していく．しかし，ある変位

にまで至ると，塔頂部にかかる鉛直反力 V により曲げ

モーメントが増加し，水平反力 F は減少していく．さ

らに塑性やひずみ軟化が起きると主塔の剛性は失われ，

弾性解析の経路をはずれ急激に Fの値が低下する．F=0

を経過し，負の値を示すと，正のときとは逆に，ケー

ブルが塔頂変位の増加を防ぐ働きをすることになる．

やがて F の解は発散に近づき終局に至る．終局時の鉛

直反力は，それぞれ図中の値を示した．複合主塔の終

局時鉛直反力は鋼製主塔のそれの約 7 倍である． 

図 8 は，複合主塔のモーメント分布であり，横軸は作用モーメントと各断面の降

伏モーメントの無次元量である．強制変位の増大にしたがい最大モーメント位置は

塔基部から上昇していき，終局時には塔基部から塔高ｈの 2/3 付近に発生した． ま

た，図 9 は複合主塔断面内の着目部分①②におけるひずみ分布である．終局時にお

いて，着目部分①の圧縮域では塔基部から 2ｈ/3 付近で塑性進展が目立ち，着目部

分②の引張域では塔基部からｈ/2 付近を中心にひずみ軟化が発生している． 

５．結論 

超長大吊橋の鋼製主塔および複合主

塔の橋軸方向面内の弾塑性挙動を明ら

かにした。また、終局強度に着目した場

合，複合主塔の終局時鉛直反力は鋼製主

塔のそれに比して高倍率を示した． 

参考文献：1)野上・染谷・山沢：4 径間超長

大橋の弾塑性挙動と合理的主塔剛性比，構造

工学論文集 Vol.52A，2006，2)野上・大久保・

森園：4 径間超長大橋の弾塑性挙動と終局強度特性に関する考察，構造工学論文集 Vol.56A，2010，3)伊藤・野上・田中：ラーメ

ン形式吊橋主塔の耐荷力解析，構造工学論文集 Vol.34A，1988 

   

   

図 8.複合主塔の M 分布 
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図 9.複合主塔断面の着目部分における塔高方向ひずみ分布  
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図 6.鋼製主塔の F-V-δ0関係 図7.複合主塔のF-V-δ0関係 
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図.弾塑性解析 変位と水平反力および鉛直反力の関係 
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図.弾塑性解析 変位と水平反力および鉛直反力の関係 

ひずみ軟化開始  
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図 5.主塔ばねモデル 
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k：ばね定数 

u：ばねの伸び 

V：鉛直反力  

F：水平反力   
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